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令和３年度今後の人口の見通し推計業務委託 仕様書 

 
１ 業務名 

令和３年度今後の人口の見通し推計業務委託 
 

２ 業務内容 

今後の人口の見通しとして、令和２年国勢調査結果による横浜市の人口等を基準と

した、今後の横浜市及び各行政区の人口（男女別・年齢（各歳）別）、世帯数（世帯主

の男女別・年齢（５歳階級）別・家族類型別）を推計する。 
 

(１)横浜市及び各行政区の動態の分析 

推計にあたり、今後の見通しを仮定するための検討の根拠とするため、本市及び

各行政区の社会動態、自然動態の推移等の状況を分析する。特に 2015 年以降の動

態について、それ以前の趨勢との変化等に着目した分析を行うこと。 
 

(２)横浜市の今後の人口の見通しの推計 
男女別・年齢（各歳）別に人口を推計する。推計は、将来仮定値の組み合わせに

より、３種を算出することとする。 
推計にあたっては、想定しうる複数の仮定値を設定し、組み合わせるなどした上

で、人口密度やこれまでの本市の人口の推移、また、全国、県等の将来推計結果な

どを参照しながら、その妥当性を検証すること。 
 

ア 基準となる人口 
令和２年国勢調査結果を基にした横浜市の男女別・年齢（各歳）別人口 

イ 推計対象とする期間 
2020年から 2065年までの各年 

ウ 推計方法 
コーホート要因法 
なお、要因は、出生、死亡、転出、転入の４項目とする。 
また、推計は、「横浜市」を対象として算出し、次項（３）に掲げる行政区

別の推計値を先行して算出して合算する手法は取らないものとする。 
  エ 推計年齢単位 

各歳を推計する。ただし、最上位の年齢区分については、本市と協議の上

で設定する。 
オ 将来仮定値の設定（出生、死亡、転出、転入） 

各要因に関する将来仮定値を設定する。 
なお、出生及び死亡に関する将来仮定値は、基本となる仮定値（中位）の

他、高位、低位の仮定値をそれぞれ設定する。 
設定の際に参照するデータや考え方については、別途協議の上決定する。 



カ 人口の推計値の算出 
出生及び死亡に関する将来仮定値の組み合わせにより、以下に示す３種類

の人口の推計値を算出する。なお、転出、転入に関する将来仮定値ついては

３種とも同一とする。 

(ｱ)中位推計 
出生・死亡の中位の仮定値を使用した推計 

(ｲ)低位推計 

出生は低位・死亡は高位の仮定値を使用した推計 

(ｳ)高位推計 

出生は高位・死亡は低位の仮定値を使用した推計 

 

(３) 行政区別の今後の人口の見通しの推計 
男女別・年齢（各歳）別人口を推計する。 
推計にあたっては、人口密度やこれまでの各行政区の人口の推移などを参照しな

がら、その妥当性を検証すること。 
また、（２）における横浜市の中位推計と、各行政区の推計値の合計値との整合

性を確保すること。 
 

ア 基準となる人口 
令和２年国勢調査結果を基にした横浜市の行政区別の男女別・年齢（各歳）

別人口 
イ 推計対象とする期間 

2020年から 2065年までの各年 
ウ 推計方法 

コーホート要因法 
なお、要因は、出生、死亡、転出、転入の４項目 

  エ 推計年齢単位 
各歳を推計する。ただし、最上位の年齢区分については、（２）における横

浜市における取扱いと同様とする。 
オ 将来仮定値の設定（出生、死亡、転出、転入） 

各要因に関する将来仮定値を設定する。 
設定の際に参照するデータや考え方については、別途協議の上決定する。 

カ 横浜市推計値及び行政区別推計値の整合性の確保 
（２）における横浜市の中位推計と各行政区の推計値の合計値の整合性を

確保するため、各年の行政区別の男女別・年齢（各歳）別の推計値の各合計

が、横浜市の中位推計における男女別・年齢（各歳）別の推計値に合致する

よう補正を行うこと。なお、補正の方法については、別途協議の上決定する。 

 

（４）横浜市及び行政区別の今後の世帯数の見通しの推計 

横浜市及び行政区別に、世帯主の男女別・年齢（５歳階級）別に家族類型別世帯



数を推計する。 

 

ア 基準となる時点及び世帯数 

令和２年国勢調査結果を基にした横浜市及び行政区別の世帯主の男女別・

年齢（５歳階級）別・家族類型別一般世帯数 

イ 推計対象とする期間 

2020年を開始年、2065年を最終年とし、５年間隔で推計する。 

ウ 推計方法 

世帯主率法 

エ 将来仮定値の設定 

将来の世帯主率の仮定値については、市と協議の上で、横浜市及び行政区

ごとに、各推計年の世帯主の男女別・年齢（５歳階級）別・家族類型別に設

定する。 

オ 横浜市と各行政区の推計値間の整合性の確保 

行政区別の男女別・年齢（５歳階級）別・家族類型別世帯数の推計値の合

計が、横浜市の男女別・年齢（５歳階級）別・家族類型別世帯数の推計値に

合致するよう補正を行う。 

 

(５)報告書の作成 
次の項目を主な内容とする報告書を作成する。紙面は A４判縦、文字は横書きを

基本とする。ただし、数値表の構成により A４判縦にすることが適さない場合には、

A４判横とすることも可とする。 
推計結果については、数表の他、グラフや文章による説明を記載すること。文字

や図表等に色を使用する場合は、白黒印刷時などを考慮し、色相等の判別のしやす

さに留意すること。 
ア 動態分析結果 
イ 各推計の推計方法、将来仮定値の設定方法 
ウ 各推計の結果 
エ その他関連する資料 
 

３ 履行期間 

契約日から令和４年２月 28日（月）まで 

 

４ 成果品及び納期限 

 (１) 横浜市の今後の人口の見通しの推計（中位推計、高位推計、低位推計） 

ア 納期限 

令和３年 12月 20日（月） 

イ 納品形式 

電子データ １式 

マイクロソフト社 excelで編集可能な形式で、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ―Ｒ等の媒



体に記録したもの 

（２）報告書 

ア 納期限 

      令和４年２月 28日（月） 

イ 納品形式 

ア）印刷製本（簡易製本・無線綴じ等）したもの １部 

イ）報告書と同内容の電子データ １式 

マイクロソフト社 word 又は excel で編集可能な形式及びＰＤＦ形式で、

ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ等の媒体に記録したもの 

なお、報告書において、推計値などの数値データの図表を画像等で掲載

する場合、当該数値データについて別途マイクロソフト社 excel で編集

可能な形式のデータを納品すること。 

（３)各推計に使用した表計算ソフトの電子ファイルデータ １式 

各推計の算出の過程（仮定値や計算式、参照先等）及び算出結果を確認可能な状

態で保存された電子ファイル。 

ア 納期限 

令和４年２月 28日（月） 

イ 納品形式 

マイクロソフト社 excelで編集可能な形式で、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ―Ｒ等の媒

体に記録したもの。（上記（２）と同一の媒体にまとめて記録することも可） 

 

５ 納品場所 

横浜市政策局政策課 

 
６ その他 

（１）業務の進捗状況を適宜報告するとともに、市と十分協議しながら進めること。 

（２）推計には、本市において計算式や参照先等が確認できるよう、マイクロソフト社

excelで編集可能な表計算ソフト等を使用すること。 

（３）本仕様書及び委託契約約款に記載のない事項については、協議により決定する。 
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